消費税等増税法（案）を斬る

消費税等増税法（案）の概要　～　国民の暮らしと中小企業を壊すその内容

中央各界連は、4月18日、緊急運営委員会を開催し、佐伯正隆・税経新人会事務局長を講師に表記の学習会を行いました。「消費税増税法案」は消費税の増税にとどまらず、所得税、相続税などの増税ももりこむ一方、法人税だけは減税しようとしています。

「戦後最大の増税」となる増税案。以下にその内容をかいつまんで紹介します。
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野田政権は2012年3月30日、国民多数が反対するなか消費税等の増税法案（「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行なうための消費税法等の一部を改正する等の法律案」）を閣議決定、国会に提出した。

【法案の骨子】

	１　税法の一部改定

（１）消費税率の引上げ（５％ ⇒ ８％ ⇒ １０％）　

（２）所得税の最高税率の引上げ（４０％ ⇒ ４５％）

（３）相続税の基礎控除の引下げ

　　　　　 ５，０００万円＋法定相続人の数×１，０００万円　

　　　　⇒ ３，０００万円＋法定相続人の数×６００万円

２　税制の抜本的な改革及び関連する諸施策について

（1） 所得税 ～ 扶養控除・配偶者控除の見直し。給与所得控除の見直し

　（２）法人税 ～ 雇用及び国内投資の拡大の観点から平成２７年度以降に見直し

　（３）番号制度 ～ 番号法の公布後、税務に関わる各種の施策について検討する

　（４）歳入庁 ～ 税と社会保険料を徴収する体制のため本格的作業を進める


＊減税は、法人税だけで、国民には増税しかない ― 戦後初、最大の大増税。

＊国民番号制（マイナンバー）を前提とした検討や、社会保険庁と国税庁を一緒にして徴収を強化する「歳入庁」構想など、大きな問題を含んでいる。

【消費税について】

　＊消費税を目的税化。税金は本来、すべて国民のため、社会保障等に使われるべき。消費税だけにそれを負わせようとすることは税金の本質そのものを変えるもの。

　＊地方消費税の割合を増やしているが、現在でも国税の29.5％は地方交付税で地方の財源。地方消費税を増やしても地方自治体の財政難の本質的な解決にはならない。

· 国民総背番号制を本格的に動かすことを前提に「給付つき税額控除制度」などをすすめるとしており、大きな問題。

　＊簡易課税のみなし仕入れ率の見直しは、「低く」見直すことで税負担は大きくなる。

　＊「消費税の転嫁ができるようにする」としているが、中身がなく実効性がない。

　＊附則の措置は、民主党内の内紛をおさめるための項目にすぎず、意味がない。

	【消費税法等の改訂（案）】

　１　消費税法第１条の改定

　「公的年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費に充てるものとする」を加える。

　

　　　　　　　　　　（現　在）　（2014年4月1日）　（2015年10月1日）　

　２　消費税の税率　 　５％　　⇒　　　８％　　　　⇒　　　１０％　

　　　　　　　　　　（4％＋1％）　 （6.3%＋1.7％）　　（7.8%＋2.2％）

　　　　　　　　　　 国税・地方税　  　国税・地方税　  　　 国税・地方税


（関連する諸施策）

　１　番号制度の本格的な稼動及び定着を前提に、関連する社会保障制度の見直し及び所得控除の抜本的な整理とあわせて、総合合算制度、給付つき税額控除等の低所得者に配慮した再配分に関する総合的な施策を導入する

　　　当面、簡素な給付措置を実施する

　　２　消費税の簡易課税制度における概算的な控除率の見直し

　　３　消費税の円滑かつ適正な転嫁に支障がないよう取り組みをする

（附　則）

１　消費税率の引上げに当たっては、平成23年度から平成32年度までの平均において、名目成長率3％程度、実質経済成長率で2％程度を目指し、総合的な施策を実施その他の必要な措置を講じる。

　　２　この法律の公布後、消費税率の引上げに当たっての経済状況の判断を行なう。

　　　税率引上げ前に経済成長率等を確認し、その施行の停止を含め所要の措置を講ずる。

【所得税について】

　＊所得税の最高税率は、引き下げられてきた。消費税導入前の1988年は60％だったものが現在は40％に。それを若干、引き上げるというだけ。

＊一方、金融所得について、配当や株の譲渡で儲けたときは分離課税で税金を少なく払い、損をした場合は損益通算を拡大してその分税金を安くするという金持ち優遇を「さらに広げる」検討内容となっている。

＊扶養控除や配偶者控除は縮小・廃止という方向での提案がされている。

＊給与所得控除については、現在の「給与収入の３０％程度」を縮小する方向が提案されている。年収３００万円（独身・勤労者）では所得税・地方税で年間１０万円以上、年収５００万円（4人家族）では年間２０万円以上の増税に。

　年収300万円では…給与所得控除を１０８万円→３０万円程度

　年収500万円では…給与所得控除を１５４万円→５０万円程度

＊年金者には公的年金控除があり、例えば65歳以上の場合は年間120万円の年金までは課税されない。こうした控除を縮小して大増税しようとしている。
	【所得税法の改定（案）】

　　　　　　　　　（現　在）　（２０１５年分以降）　

　所得税の最高　　　４０％　　⇒　　４５％　（課税所得５，０００万円超）　


（検討事項）

　１　金融所得課税について損益通算の範囲の拡大を検討する

　２　扶養控除、配偶者控除のあり方について検討する

　３　給与所得控除について、過大となっていないか検討する

　４　年金課税について見直しをする

【所得税の最高税率の推移】（概要）

	１９８３年まで
	１９８８年まで
	１９９５年まで
	現　　在

	７５％
	６０％
	５０％
	４０％


【給与所得控除について】

　　１　現在の給与所得控除

	給与収入
	給与所得控除
	所　得

	３００万円
	１０８万円
	１９２万円

	５００万円
	１５４万円
	３４６万円


　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　

　　２　政府がねらう給与所得控除　

	給与収入
	給与所得控除
	所　得

	３００万円
	３０万円
	２７０万円

	５００万円
	５０万円
	４５０万円


【相続税について】

＊現在、基礎控除は5000万円＋（1000万円×法定相続人）、例えば妻と息子が残された場合、7000万円まで非課税。それを3000万円＋（600万円×法定相続人）に引き下げると、4200万円で課税されることになる。

金額は大きく見えるようだが、都内で30坪程度の家に住んでいれば、1坪あたり100万円～150万円の相続税評価額で、相続税がかかってくる。生業層への増税となる。

	【相続税法の改定（案）】

　１　相続税の基礎控除の引下げ

２　最高税率の引上げ　　　（現　在）　　（2015年以降）　

　　　　　　　　　　　　　　　５０％　　⇒　　５５％　（課税遺産額６億円超）


　＊相続税の最高税率は引き下げられてきた。消費税導入前の1988年は75％だったものが現在は50％に。それを若干、引き上げるというだけ。

【消費税の反社会的性格】
	　１　応能負担原則などに反する税制

　（１）生活費に課税する税制（憲法２５条違反）

（２）所得の少ない者ほど税負担率が高くなる（憲法１３、１４条違反）

　（３）「理論的」には企業は一円も負担しない

　　　「理論的」には全て国民（消費者）だけが負担する

　（４）事業者間の差別が行なわれる（転嫁が弱肉強食）

　（５）リストラ促進税制である

　（６）国民の生活を破壊し、中小企業の倒産をまねき、雇用の場が失われる

　２　複雑なその仕組からくる不公正

　（１）現在の税率は３つある「５％、０％、非課税」ことからの不公正

　　　輸出は０％（仕入税額が還付される）

　　　医療などは非課税（仕入税額は控除されない）

　（２）「帳簿及び請求書等」の保存がなければ売上高の５％を税務署に支払うことになる。（仕入税額控除を否定。ないものとする。）　　




【消費税の納税額の計算】（概要）～ 消費税は付加価値税の一種

	付加価値の計算式
（日銀方式）： 付加価値＝経常利益＋人件費＋金融費用＋租税公課＋減価償却費
（経産省方式）： 粗付加価値＝実質金融費用＋当期純利益＋人件費＋租税公課＋減価償却費


＊ 消費税は付加価値に課税されます。（給与＋税金＋支払利子＋利益など）

＊ 正社員を外注化、派遣化すれば、給与（賃金）が外注費となることから、消費税の納税額を減らすることができます。⇒ 不安定雇用を促進する「反労働者税制」

（消費税の納税額の計算）


[image: image1.emf]材料費 外注費 諸経費 給与 租税公課減価償却費支払利子 利益

250 120 100 350 30 40 20 90

売上高

1,000

470 530

　消費税の納税額の計算

　　１,０００－４７０＝５３０　　　５３０×５％＝２６.５

（仮に給与を全て外注化した場合）


[image: image2.emf]材料費 外注費 諸経費 給与 租税公課減価償却費支払利子 利益

250 470 100 0 30 40 20 90

売上高

1,000

820 180

　消費税の納税額の計算

　１,０００－８２０＝１８０　　　　１８０×５％＝９

【一年間の国（地方を含む）の消費税収】（国税庁統計資料より）

　　輸出企業を中心に多額の消費税が還付されています

	
	申告による納付税額
	申告による還付税額
	還付の占める割合

	２００８年度
	１２兆１５８０億円
	３兆１００２億円
	２５．５％

	２００９年度
	１２兆０６０５億円
	２兆２８１５億円
	１８．９％

	２０１０年度
	１１兆８９３０億円
	２兆５３３８億円
	２１．３％
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